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変形労働時間制とは
変形労働時間制は、⼀定期間を平均して週40時間（特例措置対象事業場は44時間）以内であれば、⽇や週によって法定労働時間を超えて働かせることができる
制度です。業務量の繁閑に合わせて労働時間を柔軟に調整できるため、⼈件費の抑制や業務効率の向上に役⽴ちます。ただし、制度の適⽤には、労使協定の締
結や就業規則での明記が必要です。

法定労働時間の総枠を算出

まず、変形労働時間制の対象期間全体で許容される総労働時間（法定労働時間の総枠）を算出する。計画段階で設
定された総労働時間がこの枠を超過していれば、その変形労働時間制の運⽤は開始時点から違法となる。
計算式は以下の通りである 。

1

実際の週平均労働時間を計算2

週平均労働時間の計算⽅法

❶で算出した上限内で労働時間が適切に配分され、平均値が法定基準を満たしているかを検証する。

変形労働時間制を適法に運⽤するには、週平均労働時間が法定上限内であることを確認する必要があります。

総労働時間 週の法定労働時間
（40時間または44時間） 対象期間の暦⽇数 7⽇

例 30⽇間 → 40時間 × 30 ÷ 7 ≒ 171.4時間

週平均労働時間 総実労働時間 （暦⽇数 ÷ 7）

例 171.4時間 ÷ (30 ÷ 7) ≒ 39.99時間 → 適法
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計算における端数処理
法定労働時間の総枠を計算する際に端数が⽣じた場合、その端数はそのままにするか、切り捨てて処理する。労働者に不利となる切り上げ処理は認められませ
ん 。 
 

⼀⽅、実際に算出した週平均労働時間が法定の上限（40時間または44時間）以下であるかを確認する際には、計算結果そのものが基準を満たしている必要が
あります。この計算結果について、例えば40.5時間を40時間に切り捨てるような処理は認められません。
 

また、⽇々の労働時間の把握については、労働基準法上、1分単位で⾏うことが原則です。使⽤者が⼀⽅的に15分未満の労働時間を切り捨てるなどの処理（い
わゆる「丸め処理」）は、原則として違法です。


